令和５年伊那市告示第３０８号

伊那市自転車用ヘルメット購入費補助金交付要綱を次のように定めます。
令和５年１２月１８日
伊那市長　　白　鳥　　孝
伊那市自転車用ヘルメット購入費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条  この告示は、自転車用ヘルメットの着用を促進し、交通事故時の被害を軽減させるため、自転車用ヘルメットの購入に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、伊那市補助金等交付規則（平成１８年伊那市規則第３５号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２条　この告示において「ヘルメット」とは、自転車に乗車する際に頭部を保護する目的で着用する新品のヘルメットであって、次の各号のいずれかの認証等を受けたものをいう。
(1) 一般財団法人製品安全協会が安全基準に適合することを認証したＳＧマーク
(2) 公益財団法人日本自転車競技連盟が安全基準に適合することを認証したＪＣＦマーク
(3) 欧州連合の欧州委員会が安全基準に適合することを認証したＣＥマーク
(4) ドイツ製品安全法が定める安全基準に適合することを認証したＧＳマーク
(5) 米国消費者製品安全委員会が安全基準に適合することを認証したＣＰＳＣマーク
(6) 前各号に掲げるもののほか、安全基準を満たしていると市長が認めるもの

（補助対象者）
第３条　補助金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
(1) 市内に住所を有し、かつ、現に居住している者であること。ただし、未成年の場合は、保護者（親権を行う者、未成年後見人その他の者で、現にその者を監護する同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）に対し、補助金を交付するものとする。
(2) 令和５年３月１日以降にヘルメットを購入し、補助金の交付を受けようとする年度の２月末日までに第５条に規定する交付申請書を提出すること。
(3) この告示による補助金の対象となるヘルメットについて、国又は地方公共団体のほかの補助金の交付を受けていないこと。ただし、伊那市立中学校における自転車通学用ヘルメット購入費補助金交付要綱（平成３１年伊那市教育委員会告示第２号）による補助金（以下「中学校通学用ヘルメット購入費補助金」という。）は、この限りでない。
(4) 市税及び分担金、使用料その他の歳入について滞納していないこと。
(5) 伊那市暴力団排除条例（平成２４年伊那市条例第１２号）に規定する暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者でないこと。
（補助金の額等）
第４条　補助金の額は、ヘルメット購入に要した経費に２分の１を乗じて得た額とし、２,０００円を上限とする。ただし、既に中学校通学用ヘルメット購入費補助金の交付を受けている場合は、２,０００円から当該補助金額を控除した額を上限とする。
２　前項に規定する額に、１００円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるものとする。
３　補助金の交付は、補助対象者１人につきヘルメット１個を限度とする。
（交付の申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（その者が未成年の場合は、その保護者）は、伊那市自転車用ヘルメット購入費補助金交付申請書（実績報告書）兼請求書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(1) ヘルメットの購入費が分かる領収書等の写し
(2) 第２条各号に掲げる認証等が確認できるヘルメットの写真等
(3) 申請者の本人確認ができる運転免許証、マイナンバーカード等の写し
(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
（交付の決定）
第６条　市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、伊那市自転車用ヘルメット購入費補助金交付決定通知書（確定通知書）（様式第２号）により通知するものとする。
  （交付決定の取消し等）
第７条　市長は、補助対象者が偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたときは、補助金の交付の決定を取り消すものとする。
２　市長は、前項の規定により、補助金の交付の決定を取消した場合において、当該取消しに係る補助金が既に交付されているときは、期限を定めて、その返還を求めるものとする。

（補則）

第８条　この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
附　則

この告示は、令和６年１月１日から施行し、令和５年４月１日から適用する。
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